
実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

市長・副市長 市長・副市長 市長・副市長 市長・副市長 市長・副市長

の秘書業務、 の秘書業務、 の秘書業務、 の秘書業務、 の秘書業務、

賀詞交歓会の 賀詞交歓会の 賀詞交歓会の 賀詞交歓会の 賀詞交歓会の

開催、広聴事 開催、広聴事 開催、広聴事 開催、広聴事 開催、広聴事

事　業　費 14,439 15,841 15,615 15,615 15,615

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 5 0 0 0

一般財源 14,439 15,836 15,615 15,615 15,615

人　件　費 0 0 19,035.6 19,035.6 0

投入 常勤職員 0人 0人 2.9人 2.9人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 14,439 15,841 34,651 34,651 15,615

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 賀詞交歓会の回数
回

賀詞交歓会を行う回数 1 1 1

① 1 1 －

活動 市民の声の件数
件

寄せられた意見件数 300 300 300

② 275 250 －

成果 賀詞交歓会参加申込み人数
人

賀詞交歓会に、参加申込 500 500 500

① みをした人数 504 537 －

成果 市民の声の回答件数
件

寄せられた意見に対する 200 200 200

② 回答件数 176 169 －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　賀詞交歓会は年々申込み人数が増加していると共に、事業内容が成熟している。
状況

　広聴については目標件数には至らなかったが、市民が市ホームページやＳＮＳにて、詳細な情報を取得出来るようになった
の分析

ことも、減少になった要因と考えており、このことから、指標以上の成果を挙げていると捉えている。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21084 秘書・広聴事業

担当組織 政策秘書室 政策秘書室 担当 秘書担当

組織コード
H26 03 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 01 03 01

記入日 平成26年06月17日
H25 03 02 00 H25 01 02 01 01 03 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
秘書事務全般については、市長・副市長。

賀詞交歓会及び広聴事業については市民。

市長及び副市長のスケジュールの管理・調整をはじめとする秘書業務を行うことで、執務を円滑に進められるようにする。

事業目的 賀詞交歓会については、地域を担う市民と市長が一堂に会し親交を深めることを目的とする。また、広聴事業については、

市民の市政に対する意見、要望等を市政に活かし、市政に対する市民の信頼性の維持・回復を図ることを目的とする。

市長、副市長に関するスケジュール管理をはじめとする秘書業務全般。

市民からの要望事項や陳情及び寄附採納等の受付並びに関係部課との調整。

事業内容 賀詞交歓会については、一般公募の市民をはじめ福祉、教育、文化、医療、産業、金融等各分野で活躍される関係者及び議

会議員並びに行政関係者等が一堂に会する交歓会の設定を行う。

寄せられた意見、要望等に対し迅速に回答するとととに、庁内での情報共有を図る。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.



変更も考えられるが、

現在のところ、市主催の年中行事として定着していることから継続。

また、広聴事業についてもSNSを使用した取組が定着しつつあるため継続。

秘書事業については大枠は変更せず、継続実施。

広聴については、平成２６年度にスマートフォンアプリを開発・運用する予定となっているため、

更なる広聴機能の拡大を図る。

今後の取組方針

2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

市長・副市長が円滑に執務を遂行できていることから、貢献していると考えられ

Ａ Ａ Ａ る。

また、広聴事業については、多様な市民ニーズに対して対応が出来ており、大い

に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

市長交際費は近隣の他市町村と比較しても妥当な範囲であり、秘書事務に係る人

Ｂ Ｂ Ｂ 件費については最小人数で対応していることから、適正といえる。

広聴についてもＳＮＳを活用し、経費節減に努めており、適正の範囲といえる。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

賀詞交歓会については、市の関連団体で構成される実行委員会が実施主体となっ

Ｂ Ｂ Ｂ ており、市民との協働による実施となっているため適正といえる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

賀詞交歓会については会費制としており、受益者負担の適正の範囲で実施されて

Ｂ Ｂ Ｂ いる。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
車両運行管理業務においては、２年契約の最終年であったことから、現在の実情に合った契約内容になっている

か、再度、確認を行った。

見直し内容

車両運行管理業務は、安定的な運行管理を実施するため、引き続き複数年契約を行うこととした。

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ●２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

市長、副市長が執務を円滑に進めるために、秘書業務は現状で継続。

事業の方向性 賀詞交歓会についても、内容等、若干の



年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

研究活動 研究活動 研究活動 研究活動 研究活動

提言の作成 提言の作成 提言の作成 提言の作成 提言の作成

マニフェスト 市長公約の管 市長公約の管 市長公約の管 市長公約の管

の管理 理 理 理 理

事　業　費 4,630 14,180 11,630 6,630 6,630

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 4,630 14,180 11,630 6,630 6,630

人　件　費 9,876 9,846 9,846 9,846 9,846

投入 常勤職員 1.5人 1.5人 1.5人 1.5人 1.5人

人員 非常勤職員 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人 0.05人

事業費＋人件費 14,506 24,026 21,476 16,476 16,476

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 調査研究を経ての提案数
本

調査研究を行い、市長に 3 4 3

① 提案を行った件数 3 4 －

活動
② －

成果 提案の内容により実現した政策数
件

実現した関連政策数／提 1 2 1

① 案数 2 2 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　調査研究のうち、「スマートフォン等を活用した新たな市民参加に向けての研究」では、平成26年度市民会議を開催し、市
状況

民との協働によるアプリケーションの開発を実施する。また、「戸田ボートコースの水辺環境を生かしたまちづくりに関する
の分析

研究」では、平成26年度から担当課において事業化に向けた検討を実施する。

　大学との共同研究では、専門性を担保し精度の高い研究であり有効な手段として継続していく。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 27683 政策研究所運営事業

担当組織 政策秘書室 政策秘書室 担当 政策担当

組織コード
H26 03 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 01 09 01

記入日 平成26年06月25日
H25 03 02 00 H25 01 02 01 01 09 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 平成２０年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市長、副市長、まちづくり戦略会議等のトップマネジメントに携わる人

地方分権や都市間競争に対応した的確な政策展開ができるよう調査研究を実施し、トップ層の政策決定の支援を行うととも

事業目的 に、活動を通じ本市の政策形成力の向上を図る。

マニフェストと行政計画の関係を整理検証することで、市政の進捗状況を明らかにする。

政策研究所は、調査研究と政策支援の２つの機能を持つ。

調査研究機能では、行政課題の研究及び研究に必要な調査を実施する。

事業内容 政策支援機能では、研修事業の企画開催や自主勉強会の開催、シンポジウムなどを開催する。

なお、調査研究においては、専門性を確保するため大学等との連携やプロジェクトチームによる研究体制構築を図る。

マニフェストと行政計画の検証については、マニフェスト工程表を作成し進捗状況を公表する。

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 大学 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８



まで以上に周知することができ

た。その結果、視察の申込みや講演依頼の件数が増加するなど、戸田市及び戸田市政策研究所の活動をPRするこ

見直しの効果 とにつながった。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　設置後６年が経過したが、県内初の自治体シンクタンクという先進的取組として、他自治体・議会からの視察

事業の方向性 も多く、引き続き注目されており、戸田市のシティセールスの一助としても重要な位置づけとなっている。

　調査研究については、昨年度４件のうち２件について、平成26年度から担当課における事業化に向けて移行す

るなど、より研究成果の実効性が高まっており、経営体制を支える事業として今後も重要な役割を担うと考えら

れるため、継続するものと判断した。

　また、調査研究に携わった研究員や政策形成講座の受講者、戸田ゼミ経験者等が増加することにより、各職員

ひいては戸田市全体の政策形成力の向上も図られている点も継続理由の一つである。

　経営体制の確立を目指し、トップ層への提言力すなわち政策形成力の向上を図るため、担当部署の職員で構成

されるプロジェクトチームによる調査研究を継続する。また、調査研究の精度を専門的なものとするため、専門

機関である大学との連携も継続し、併せて、本市が現在持っていない研究手法等のノウハウを研究員が大学から

今後の取組方針 学び、戸田市の調査研究力向上を図る。

　また、直接事業にはつながらないが、現状把握等のために実施する基礎的調査の事業評価方法や、これまで取

4

り組んできた研究成果

頁

の後追いなどについて

３

は今後整理する必要が

.

ある。

評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

　行政課題について、研究組織を設置し調査研究を進めることにより、課題に対

Ａ Ａ Ａ する経営トップ層の政策的意思決定に寄与するものである。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

　他自治体のシンクタンクと比較すると、各研究テーマに関わる部局の職員に研

Ａ Ａ Ａ 究員発令を行い、併任研究員で構成するプロジェクトチームなどを活用すること

で、経費を少なく抑えることができている。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

　分野横断的な研究に対しては、専門性の高い担当課職員をプロジェクトチーム

Ａ Ａ Ａ に召集している。また、アンケート調査の分析など、さらに高い専門性が求めら

れるテーマについては、大学との連携により精度の高い結果を得ている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

　調査研究報告書やマニフェスト工程表などの成果物を市ホームページや様々な

Ｂ Ｂ Ｂ 機会を通じ、広く公表している。最終的には、研究成果の事業化を通じ、活動成

果が市民へ還元されるものと考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
　これまで都市間競争に対応した政策展開ができるよう調査研究を実施し、事業化や長期的な政策展開に向けて

取り組んできた。平成25年度においては、戸田市の取組が広く周知されるよう、シティプロモーション自治体等

見直し内容 連絡協議会の立ち上げに参画し、市長が会長となり先頭に立ってシティセールスを実施した。

　シティプロモーション自治体等連絡協議会の活動を通じて、戸田市の活動を今



。 彰を行う。 彰を行う 彰を行う 彰を行う

事　業　費 1,461 2,378 2,271 2,271 2,271

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,461 2,378 2,271 2,271 2,271

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,461 2,378 2,271 2,271 2,271

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 表彰式の回数
回

表彰式を行う回数 1 1 1

① 1 1 －

活動
② －

成果 受賞された人数
人

表彰並びに感謝状授与者 150 150 150

① 数 165 164 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

各種表彰に関することなので目標値の設定に困難なところがあるが、市政に功労のあった方々を表彰するという事業趣旨から
状況

鑑みれば、毎年100名以上の表彰者があることから、実績において成果を挙げているといえる。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 6893 市政功労者表彰事業

担当組織 政策秘書室 政策秘書室 担当 秘書担当

組織コード
H26 03 02 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 11 01 01

記入日 平成26年06月17日
H25 03 02 00 H25 01 02 01 11 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 昭和３８年度 ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
戸田市表彰規則に該当する者及びほう賞に該当する者。

戸田市の自治の振興と公共の福祉の増進に貢献し、その功績が顕著であり、他の模範となるものを表彰することを目的とす

事業目的 る。

戸田市表彰規則に基づき自治功労・一般功労・永年勤続表彰並びに感謝状授与者の推薦をいただき、戸田市表彰審査委員会

において慎重審議の結果、承認された対象者に対して、表彰状及び感謝状を授与する。また、ほう賞については、該当者が

事業内容 出た場合に対応している。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

戸田市表彰規 戸田市表彰規 戸田市表彰規 戸田市表彰規 戸田市表彰規

則に基づき自 則に基づき自 則に基づき自 則に基づき自 則に基づき自

治功労等の表 治功労等の表 治功労等の表 治功労等の表 治功労等の表

彰を行う



２６年度及び２７年度のの表彰式にお

いて、機運を高めていける内容としていきたい。

今後の取組方針

6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

毎年、目標値を達成しており、市政功労者の満足度を高めている。

Ａ Ａ Ａ

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

事業費については、功労者への表彰という性質から、大幅な節減は難しいものの

Ｂ Ｂ Ｂ 、

適正な水準といえる。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

市政への功労者表彰であることから、市主催により実施されていることが適正と

Ｂ Ｂ Ｂ いえる。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

記念品を統一したことで、受賞者間の公平性が図れた。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
永年勤続表彰１０年と２０年について、年々、表彰者の表彰式への出席が少なくなってきていることから、県内

の市へ永年勤続表彰に関する調査を行った。

見直し内容

功績を見える化したことで、市長や受賞者相互の親睦が深めやすくなった。

全区分同じ記念品としたことで、受賞者間の公平性を図ることができ、また、戸田市共通商品券の推進に寄与し

見直しの効果 た。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

表彰式への出席者が減少していることから、近隣氏の現況調査を行い変更について検討したが、表彰者数につい

事業の方向性 ては例年通りの推薦をいただいているため、平成２８年度に実施される市制施行５０周年記念式典までは、現状

で継続していくこととした。

平成２８年１０月１日に市制施行５０周年記念式典を挙行するため、平成



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 20862 企画事務費

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 01 01

記入日 平成25年06月14日
H25 07 04 00 H25 01 02 01 07 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間  ～ 平成２７年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象

※予算編成用シート

事業目的

※予算編成用シート

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 2,530 4,196 5,226 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 5 0 0 0

一般財源 2,530 4,191 5,226 0 0

人　件　費 0 0 6,170.16 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0.94人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0.08人 0人 0人

事業費＋人件費 2,530 4,196 11,396 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



0.14人 0.14人 0.14人 0.14人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,101 1,403 1,510 1,510 1,510

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 庁内への働きかけ
回

庁内への周知回数 5 5 5

① 2 6 －

活動
② －

成果 政策提言及び事務改善提案件数
件

職員による政策提言及び 50 50 50

① 事務改善提案の件数 94 62 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

職員提案に係る庁内報を発信し、制度そのものの周知とともに、他自治体の提案や研究者のコメント等、本市の職員提案制度
状況

が活性化するための方法を模索しつつ庁内への働きかけを行った。今年度は、課内提案を１課で一つに限定したため、昨年度
の分析

よりも提案数は減ったが、提案に対して課ごとに団結する意識が高まり、トータルでは順調な目標達成を遂げたといえる。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7604 職員提案制度事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 01 02

記入日 平成26年06月13日
H25 07 04 00 H25 01 02 01 07 01 02

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 昭和５０年度 ～ 平成２７年度

戸田市職員の提案に関する規程

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市職員

職員の市政への参画と意欲を促進し、事務の改善を通して市民サービスの向上に資する。

事業目的

職員による市政に関する政策提言及び業務改善に関する創意工夫等の提案を行う。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

職員提案の募 職員提案の募 職員提案の募 職員提案の募 職員提案の募

集、審査及び 集、審査及び 集、審査及び 集、審査及び 集、審査及び

表彰等 表彰等 表彰等 表彰等 表彰等

事　業　費 216 484 591 591 591

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 216 484 591 591 591

人　件　費 3,884.56 918.96 918.96 918.96 918.96

投入 常勤職員 0.59人



の他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

職員提案制度は、更なる業務改善などが期待でき、市の行政改革に非常に有効であるため、今後も継続して行っ

事業の方向性 ていくこととする。

職員の意識の向上が年々図られていると考える。

今後は、実効性の高い政策アイディアの提案のため、事前に事務を所管する部署からの情報収集に努めるよう周

知したり、改善のノウハウを提供したり、また、実際に提案に関する所管課の意見も反映する等、より有効なも

今後の取組方針 のとなるよう仕組みを検討していく。

10 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

政策提言や業務改善の提案により、業務の効率化につながった。特に、業務改善

Ｂ Ｂ Ｂ については、全庁的に水平展開できるものが多々あり、効率的な行政運営に貢献

したといえる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

経費のうち、報償費については、これまで提案者すべてに、提案をしたことを評

Ｂ Ｂ Ｂ してチャレンジ賞を授与していたが、本制度が浸透してきていることを加味し、

審査において一定の基準に達した者に授与するものとした。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

提案の審査に係る発表を庁内で公開するものとし、提案内容やプレゼンテーショ

Ｂ Ｂ Ｂ ン等、他部署でも参考になる手法を用いることができた。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

提案が、事務改善や経費の削減につながり、幅広く市民サービスの向上につなが

Ｂ Ｂ Ｂ った。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
・昨年と同様、課内アイディアの審査方法を二段階に分け、行政改革・事務改善委員会で書類審査の上、上位の

提案について提案審査委員会で審査する方式とした。発表会形式の審査に諮る等の工夫をし、見える化に努め、

見直し内容 全庁的な取組として認識してもらうよう周知した。

・事前に書類審査を行い上位の提案をしぼることで、効率的な審査をすることができた。また、発表会形式とし

て庁内公開したことで、積極的に提案をしていこうという職員の意識の変化につながった。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６そ



0 0

人　件　費 0 9,189.6 8,533.2 0 0

投入 常勤職員 0人 1.4人 1.3人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0.2人 0.2人 0人 0人

事業費＋人件費 0 9,190 9,533 0 0

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 計画策定に伴う、審議・調整数
回

計画策定に伴う、審議・ - -

① 調整ために開催した審議 - －

活動
② －

成果 市民会議参加人数
人

市民懇談会等あたりの参 - -

① 加人数（１会議） - －

成果 市民会議からの意見を計画に取り
％

市民会議提言書に記載さ - -

② 入れた割合 れている - －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 28003 第４次総合振興計画策定事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 企画担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 01 04

記入日 平成25年06月14日
H25 07 04 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ● 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

○ 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 平成２０年度 ～ 平成３２年度

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民、企業、各種団体、市職員

第４次総合振興計画（計画期間：前期基本計画平成２３年度から平成２７年度、後期基本計画平成２８年度から平成３２年

事業目的 度）の策定準備を行う。

新たな時代に対応した本市の目指す将来像を定め、それを実現するための基本計画を前期５年、後期５年の計画期間で策定

する。また、基本計画の実現に向けて、市が、重要度が高く、かつ、優先的に実施すべき事業の計画を策定する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 市民、市民団体 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

後期基本計画 後期基本計画 後期基本計画

の策定作業 の策定作業 の進行管理

事　業　費 0 0 1,000 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,000



12 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ●５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

　次期計画である第４次総合振興計画後期基本計画の策定作業を、平成２６年度から開始する。従って、平成２

事業の方向性 ７年度に事後評価シートを復活させ、評価を行うことになるため、平成２５年度、２６年度の評価は休止とする

。また、後期基本計画策定後、本事業を管理事業、あるいは、推進事業に切り替え取り組む。

今後の取組方針



常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,016 1,100 1,103 1,103 1,103

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 県南4市まちづくり協議会活動回
回

総会、幹事会、専門部会 18 18 18

① 数 開催回数 19 20 －

活動
② －

成果 県南4市市民参加行事参加者数
人

協議会専門部会主催事業 1,300 800 800

① 市民参加者数 1,193 713 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

協議会活動については目標を達成し、それぞれの専門部会においては、各部会で工夫を凝らした活動を実施し、専門性の強化
状況

及び情報の共有等に努めた。スポーツ専門部会における市民参加については、これまで７種目の「スポーツ交歓会」であった
の分析

ものが、平成２５年度はサッカーに特化した講演会へと変わったため、その分を考慮して目標値を減らしたものであり、若干

目標値には達しなかったものの、年間の事業では多数の参加者が集い、広域的な市民のふれあいが図れた。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 6886 広域行政推進事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 02 01 07 02 01

記入日 平成26年06月12日
H25 07 04 00 H25 01 02 01 07 02 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 昭和５５年度 ～ 平成２７年度

ニューコロナプラン

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民

広域的行政課題について近隣自治体との連携を図り、共通の課題について協力して取り組む。

事業目的

県南4市まちづくり協議会を構成し、意見交換及び交流をはかる。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） ■協働･協力（ 構成各市 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

広域連絡調整 広域連絡調整 広域連絡調整 広域連絡調整 広域連絡調整

、事業企画等 、事業企画等 、事業企画等 、事業企画等 、事業企画等

事　業　費 489 509 512 512 512

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 489 509 512 512 512

人　件　費 526.72 590.76 590.76 590.76 590.76

投入 常勤職員 0.08人 0.09人 0.09人 0.09人 0.09人

人員 非



断理由＞

広域的な行政課題の解決に当たり、県南4市まちづくり協議会において、今後も広域的な行政課題の解決に向け

事業の方向性 、同規模を維持しながら活動を進めることが必要であると考える。

県南4市まちづくり協議会において、防災など、ますます重要になってくる広域的な行政課題に対応するために

、専門部会等を通じて各構成市が連携して行政課題の解決に向けて取り組んでいくような働きかけをしていく。

今後の取組方針

14 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

県南４市まちづくり協議会は、近隣４市が広域的に課題を解決すべく、市政の目

Ｂ Ｂ Ｂ 指すべき方向に向かって協議検討するものである。平成２５年度も横断的な課題

解決に努め本事業を実施しており、施策の目標達成に貢献している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

県南４市まちづくり協議会は、均等割と人口割によって負担金を算定している。

Ｂ Ｂ Ｂ 算定については、各市への請求前に、負担金の妥当性について打診があった。本

市では、算出が適正であると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

各市の専門部会の連携がよくとれており、実りのある結果につながる適正な事業

Ｂ Ｂ Ｂ 手法であった。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

協議会内の各専門部会において、市民との交流を図る事業が各種行われており、

Ｂ Ｂ Ｂ 市民に対しても適正に還元されているものと思われる。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容
県南４市まちづくり協議会のホームページについて、電子地図を利用した防災情報マップの運用を行っているが

、このネットワークシステムのコンテンツの更新・充実を図った。

見直し内容

協議会は、今後の自治体の目指すべき情報化のあり方の理解を深めることにより、コンテンツの更新・充実に知

識が活かされ、圏内の市民サービスのさらなる向上につながった。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判



入れ 移譲の受入れ 移譲の受入れ

等、地方分権 等、地方分権 等、地方分権 等、地方分権 等、地方分権

事業 事業 事業 事業 事業

事　業　費 0 0 0 0 0

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 2,106.88 3,150.72 3,150.72 3,150.72 3,150.72

投入 常勤職員 0.32人 0.48人 0.48人 0.48人 0.48人

人員 非常勤職員 0.06人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,107 3,151 3,151 3,151 3,151

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２４目標 Ｈ２５目標 Ｈ２６目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２４実績 Ｈ２５実績 Ｈ２６実績

活動 埼玉県からの権限移譲事務件数
件

新規に移譲されることと 5 5 3

① なった事務の件数 6 7 －

活動
② －

成果 移譲受けた事務の処理件数
件

移譲を受けた事務の処理 10,000 5,000

① 件数の合計 5,717 －

成果
② －

Ｂ：活動・成果のいずれかを達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

県からの権限移譲では、市民サービスの向上を図るべく積極的に受入れを行ったことから、権限移譲事務件数は目標値を達成
状況

することができた。
の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 20659 地方分権事業

担当組織 総務部 経営企画課 担当 行政改革担当

組織コード
H26 07 04 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
H26 01 xx xx xx xx 00

記入日 平成25年06月11日
H25 07 04 00 H25 01 xx xx xx xx 00

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 08 着実な総合振興計画の実行に向けて ○ 対象

分野 02 PDCAを活用した行政経営

● 対象外
施策 82 経営体制の確立

事業期間 昭和４１年度 ～ 平成２７年度

埼玉県権限移譲方針、埼玉県分権推進交付金交付要

根拠法令 綱、構造改革特別区域法　等 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

ISO14001 ○ 1.環境創出事業 ○ 2.施設方針書 ○ 3.環境配慮事業 ● 4.対象外

対象
市民・市職員

地方分権の流れの中で、自治体の自己決定権はますます拡大している。今後も、選ばれるまちとして存立していくために、

事業目的 国や県からの権限移譲事務等を活用し、市民サービスをより高められる効率的な体制を確立していく。

・市民サービスの向上につながる事務について、庁内に働きかけ、積極的に権限移譲等の意向を示していく。

・権限移譲を受けた事務の状況を把握し、その後の行政運営に活かしていく。

事業内容 ・権限移譲事務等を効率的に執行できる体制を構築する。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

県からの権限 県からの権限 県からの権限 県からの権限 県からの権限

移譲の受入れ 移譲の受入れ 移譲の受



組んでいく。

引き続き、国からの権限移譲等事務を整理し、漏れなく受け入れられるよう体制を整えて行くとともに、埼玉県

からの権限移譲事務については、市民サービスの向上に繋がる事務について移譲を受けるよう、庁内に働きかけ

ていく。

今後の取組方針 また、積み上げてきた権限移譲等の事務について追跡調査等を行い、状況を把握し、今後の権限移譲等の受入れ

に繋げていく。

16 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

権限移譲の受入れについては、市として自主的に受入れ可能な事務も多く、本市

Ａ Ａ Ａ としては、市民サービスの向上につながる事務は積極的に受け入れる姿勢で取り

組んでおり、市民が幸せを実感できるまちの実現に向けた行政経営に寄与するも

のと考える。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

当該事業の事業費は人件費のみであり、当該事業に携る人力（人工）は適正であ

Ｂ Ｂ Ｂ ると考える。

評価結果 事業手法は適正か。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

権限移譲については、市民サービスの向上につながる事務を積極的に受け入れて

Ｂ Ｂ Ｂ いくという姿勢のもと、事業所管課と調整し、円滑な受入れを図っている。

事業所管課との調整においては、受け入れる側の体制や、他の業務のサービス低

下につながらないかも考慮して進めるようにしている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２３年度 ２４年度 ２５年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

受け入れる移譲事務は、環境や福祉など様々な分野にわたるもので、本市におい

Ｂ Ｂ Ｂ ては分野を特定することなく、幅広く受入れを行っており、受益・負担は適正な

範囲であると考える。

４．平成２５年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○平成２７年度で終了 ○平成２６年度で終了 ○平成２５年度で終了

＜判断理由＞

現状の事業規模において、国の権限移譲等事務の受入れ体制を整え、埼玉県からの権限移譲については、受入れ

事業の方向性 の効果と庁内の受入れ体制のバランスを考慮し、取り


